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テレワークの効果に関する実証研究

峰 滝 和 典

要旨　本稿では『全国就業実態パネル調査』（東京大学社会科学研究所附属社会調査�データ

アーカイブ研究センター，寄託者 リクルートワークス研究所）を用いて，テレワークが就労

者の幸福感や生活満足度，仕事と家庭の両立ストレス緩和，そして労働生産性にもたらす効

果について実証研究を行った。期間は２０１７年～２０１９年の３カ年である。

　テレワーク時間が週１０時間超３０時間以下のケースで，幸福度と労働生産性を上昇させる効

果を持つことが分かった。

　また勤務日程を選択ができるという仕事の柔軟性は，幸福度，生活満足度，仕事と家庭の

両立ストレス緩和のすべてにプラスの寄与をしていることが分かった。

Abstract　This study investigated the effects of telework on employee happiness, 

satisfaction, stress, and labor productivity in Japan.　 The database used in this 

study（Japanese Panel Study of Employment Dynamics, Recruit Works Institute） 

was gathered nationwide, including ６６ industries and ２０８ occupations in Japan from 

２０１７ to ２０１９, which was provided by the Social Science Japan Data Archive, Center 

for Social Research and Data Archives, Institute of Social Science, The University 

of Tokyo.

　The effects on happiness and labor productivity were the greatest when the telework 

period is １０ to ３０ hours a week.

　Job discretion led to enhance happiness, life satisfaction and mediate the stress 

from work-family conflict.
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１．は　じ　め　に

近年，テレワークを導入する企業が増加しつつある。総務省の「通信利用動向調査」に

よると，テレワーク導入企業の割合は平成２５年調査で９.１％，令和元年調査で２０.１％とトレ

ンドとしてはゆるやかな増加傾向にある�。

平成３０年の『情報通信白書』によると，テレワークとは，ICT を利用し，時間や場所を

有効に活用できる柔軟な働き方である�。雇用形態から分類すると，企業に雇用されてい

る労働者による「雇用型テレワーク」と個人事業主による「自営型テレワーク」に大別さ

れる。また，雇用型テレワークは勤務を行う場所により，「在宅勤務」，「モバイルワーク」，

「サテライトオフィス勤務」の３種類に分類される�。上記の『通信利用動向調査』のテレ

ワーク導入企業の割合は，「雇用型テレワーク」を対象にしている。

また２０２０年に入ると新型コロナウィルスの感染の広がりを受けて，企業は存続のために

従業員の働き方についての対応を迫られている。その方策の一つがテレワークの導入であ

る。本稿で紹介する実証研究の対象期間は，２０１７年～２０１９年であり，残念ながら新型コロ

ナウィルスの感染が広がる前である。すべての勤務時間をテレワークにすることは，業務

上困難な企業も多いことも予想される。また家庭内のトラブルの増加も考え得る。どの程

度のテレワーク時間が適当かを検討することも冷静な議論のために必要ではないかと考え，

本稿では新型コロナウィルスが生じる前の期間を対象として，テレワークの効果を検証し

ている。

テレワークは数多くの社会問題を解決する手段として注目されている。

解決可能な社会的課題とは，�地方創生の実現，�組織改革の実現，�災害危機対策
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� 国土交通省の「平成２９年度テレワーク人口実態調査」によるとテレワーク制度等に基づく雇用型
テレワーカーの割合は９.０％である。前年の７.７％より上昇している。総務省「通信利用動向調査」
のテレワーク導入企業の割合は「企業編」に掲載されている。「企業編」の調査方法は郵送及びオ
ンライン（メール）による調査票の送付・回収，報告者自記入によるもので常用雇用者が１００人以
上の企業（事業所本所又は単独事業所）を対象にしており，平成２９年通信利用動向調査（企業編）
の場合，７,２５７社に発送し有効回答数は２,５９２社となっている。それに対して国土交通省の「平成２９
年度テレワーク人口実態調査」は，WEB 調査登録者約２９万人に調査票を配布し，４

　
 万サンプルを

回収しその回答者のうち，テレワーク等の制度がある雇用型５,９３１人を対象としている。
� 比嘉・他（２００２）によると，数十種類のテレワークの定義が存在するという。比嘉・他（２００２）

のテレワークの定義は，「情報・通信技術の利用により時間・空間的束縛から解放された多様な
就労・作業形態」である。
� 比嘉・他（２００２）は企業型テレワークに直接関係するものとして，企業型テレコミューティン

グ，サテライトオフィス，モバイルワークを取りあげている。佐藤（２０１２）は，雇用形態と労働
空間の２軸により，在宅勤務型，在宅ワーク型，モバイルワーク型，自営モバイルワークの４種
類を提唱している。
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（BCP），�ワークライフバランスの実現（生産労働人口の拡大，少子化対策，介護支援）

と考えられる。

総務省はテレワークの意義・効果として，�少子高齢化対策の推進，�ワークライフバ

ランスの実現，�地域活性化の推進，�環境負荷軽減，�有能・多様な人材の確保と生産

性の向上，�営業効率の向上・顧客満足度の向上，�コスト削減，�非常災害時の事業継

続　を挙げている�。

今回の新型コロナウィルス感染の広まりの環境下，特に災害危機対策（BCP）のために

急遽テレワークを導入した企業も多いのではないかと推察する。吉澤（２０１０）は今回の新

型コロナウィルスが広がる以前に BCP としてのテレワークに着目し研究した成果として

注目すべきであると考える。吉澤（２０１０）によると，BCP としてのテレワークには，�新

型インフルエンザなどの感染防止効果，�非常時における業務継続の効果，�社員，家族，

職場，顧客先への安心感，信頼関係などの心理的効果があると分析している。また眞崎

（２０１０）も２００３年の SARS（重症急性呼吸器症候群）流行時のテレワークの事例研究を行っ

ており注目に値する。第一に社員の一時待機の際の在宅勤務であり，米オラクル，エンテ

ラシス，TD バンク，チューリッヒ，旭硝子，三井金属，ダイキンが挙げられている。第

二に事業所の閉鎖に伴う代替措置として在宅勤務を導入するケースであり，モトローラ， 

HP，インテルが挙げられている。第三に予防のため現地拠点の社員を対象として在宅勤務

を導入するケースで，シスコシステムズ，マイクロソフト，MTR，NTT コミュニケーショ

ンズ，東芝が挙げられている。第四に社員を２チームに分け，交代制で出社と在宅勤務を

行う形態で，JP モルガン・チェース，東亜銀行，セイコーエプソンが該当するという。

次にテレワークに関する政府の取り組みとしては，総務省と経済産業省が中心となって，

２０１７年から毎年「テレワーク・ディ」を開催してきた。２０２０年７月２４日に予定されていた

東京オリンピック開催に伴い，企業等による全国一斉のテレワーク実施を呼びかけるため

であった。

２０１７年７月２４日開催のテレワーク・ディ� の効果測定結果によると，①公共交通機関の

も利用者数減少�，②消費電力量減少�，③消費支出の変化� などの項目でテレワークの効
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�　https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/joho_tsusin/telework/１８０２８.０１.html
� テレワーク・ディ参加登録件数９２２件，テレワーク実施者数約６.３万人。
� ピーク時間帯（８時台）の乗客数を前年の７月２５日と比較した結果で，東京メトロ豊洲駅で－１０％，

都営芝公園駅で－５.１％，都営三田駅で－４.３％となっている。
� 回答団体数は１２で，回答のあったすべての団体で実施日の消費電力が実施前より減少している。

消費電力率は最大で１８％，平均７.１％となっている。
� 購買行動項目に回答があった団体７５を対象に測定している。消費支出が増えたと回答した団体の

割合は３５.５％で消費支出が減少したという回答は６４.５％であり，消費に関してはテレワークの効果
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果が観測されている。この試みは，２０１８年はテレワーク・ディズとして７月２３日から７月

２７日の間において実施されている�。

政府の「働き方改革」の推進や「テレワーク・ディ」など，本稿の実証分析の対象期間

である２０１７年～２０１９年においても，テレワークや柔軟な働き方を意識する企業も多かった

のではないかと推測する。

Ｈ２９テレワーク・ディ実践事例のなかから IT 企業以外のテレワーク利用の効果につい

て見ていきたい。IT 企業は業務の特徴からテレワークに馴染みやすいと考えられているか

らである。

株式会社 LIXIL では実施人数５９６人で生産性・働きやすさについて大変良いが１６％，良

いが３５％で合わせると過半数の対象者が生産性・働きやすさについて評価している。購買

行動の変化については，消費が増えたという回答が１０８人で総額２４６,３８０円の増加となり，

消費が減ったという回答者１７７人の総額１２４,６４０円を上回る結果となっている。株式会社イ

トーキでは２９０人が参加し，購買行動については消費が増えた人の増加総額が３０,５４４円，消

費が減少した人の減少総額が３３,９２０円となっている。自身の業務への効果・影響について

はプラスの回答が２５％，ややプラスの回答が３９％と合計６４％が肯定的に回答している。三

菱地所は１１０人が対象で，購買行動については２８人が増えたと回答し増加総額が１２,９４２円と

なり，消費が減ったという回答者７人の減少総額３,０５０円を上回っている。またテレワーク

により実感した効果があったかという設問に対しては，７２人が例えば「仕事に集中でき業

務効率が高まった」「仕事を自ら計画的に進めることができた」などの効果があったと回

答している。効果がなかったという回答は２４名で，「仕事環境が整っていなかった」こと

を挙げている。マニュライフ生命保険株式会社は実施人数が１６９人で，効果に関しては３４％

が時間の有効活用を挙げており，続いて肉体的精神的な負担の軽減が２０％，仕事以外の機

会獲得が１８％となっている。日本生命保険相互会社は約８５％が円滑に業務を遂行できたと

回答している。株式会社ブリジストンは１１８名が参加で，購買行動の変化について，消費

増加総額が１２,８８７円，消費減少総額が９,１４５円であった。ノボノルディスクファーマ株式会

社では購買行動の変化について増加総額が６２,３００円，減少総額が５９,０１０円であった。また

移動時間の削減ができたという回答が７１.９％，通勤時間を生活時間に充当できたという回

答は７０.１％であった。日本航空株式会社では購買行動について，消費が増えた社員の平均
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はマイナスとなった。しかしながら１人当たりの消費増加額は１,２３３円と１人当たりの減少額の７２５
円を上回っている。減少という回答のコメントを見れば昼食代が減少したことが原因であることが
わかった。この影響はテレワークが継続して普及していくなかで薄れていくものと考える。
� ７月２４日（火）＋その他の日の計２日間以上を「テレワーク・デイズ」として実施。
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増加額が６,０７０円/人，消費が減ったという社員の平均減少額が６４５円/人となった。またテ

レワークを実施した社員の約８５％が，生産性が上昇したと回答している。パーソルテンプ

スタッフ株式会社では１０３人が回答し，購買行動の変化については消費の増加総額が１１,２００

円，消費減少総額が３３,６６８円であった。通常の勤務時と比べてどのくらい時間の効率化が

できたかという問いに対して，８
　

 割の人が通勤時間の削減等３０分以上の効率化ができたと

回答している。

以上大手ではあるが，IT 企業以外で働く人々がテレワークの利用の効果を感じているこ

とがわかった。

２．テレワークの効果に関する，データを用いた実証研究の紹介

国土交通省・社団法人日本テレワーク協会（２００４）は今から１０年以上前にテレワークの

効果を定量的に測定した文献である。その中から定量的に把握された経済効果に関するも

のを紹介する。通勤量の削減効果については，「テレワーカーが増加することにより，通

勤人口が削減され，また，業務に伴う異動も削減される。全国では１日に２７２～３６７万ト

リップが，また首都圏では１日に８４～１２５万トリップの通勤や業務に伴う異動が削減され，

通勤などの移動削減によって，朝夕の通勤の混雑が緩和される。」とある。通勤時間の削

減による個人の余暇時間増加効果については，「週に２回在宅勤務を行うと，通勤時間が

年間で平均７０時間から１００時間程度削減される」とある。女性・高齢者・障害者などの就

業促進については「テレワークは，育児や介護を抱えているワーカーや，高齢者・障害者

などの通勤が困難な人たちにとって，働きやすい環境を提供する。テレワークによって女

性や高齢者の就業機会が増加し，２０１０年には女性テレワーカーが４５７万人，シニアテレワー

カー（６０～６４歳）が１１１万人になると想定される。」とある。ファシリティコストの削減効

果については，「営業スタッフなどのモバイル勤務の導入に当たっては，オフィスのあり

方も同時に改革することが有効である。社外をまわる割合が多い営業スタッフの座席を一

定割合に縮小するフリーアドレスレイアウトの導入を行うと，オフィススペースの削減が

可能となる。また，営業拠点などの統廃合によって，拠点におけるオフィススペースの削

減も可能となる。やり方によっては，拠点オフィスを廃止することも可能である。効果と

しては，１００人程度のワーカーが働く事務所で，３０人にモバイル勤務を導入し，フリーア

ドレスを導入して１０人分のデスクを減らした場合の試算は，初年度はコスト削減額・IT 投

資額の差額が－１,２５５（千円）だったのに対し，２
　

 年目は４,７８１（千円），３
　

 年目は１０,８１６
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（千円）となる。」と述べられている。

企業の課題は優秀な人材の確保，生産性・業務効率の向上である。日本は既に労働力人

口が減少し始めており，長期的には人材不足状態が起こることが懸念されている。こうし

た中で，優秀な人材を採用し，離職を防ぐことが企業経営にとって喫緊の課題となり，テ

レワークはこの課題に対する解決策を提供することができる。テレワークを導入すること

によって，高齢者や，出産・育児・介護を抱えているが故にこれまで労働市場に参入でき

なかった人達に働く機会を提供することが可能となることが大きな理由である。

平成２９年の「通信利用動向調査」によると，テレワーク導入の目的は，１
　

 位が「勤務者

の移動時間の短縮」で５４.１％，次が「定型的業務の効率性（生産性）の向上」で４６.４％，

続いて「勤務者にゆとりと健康的な生活の実現」で２３.７％となっている。

平成２７年度の『情報通信白書』によるとテレワークを利用したい理由を男女別にみると，

男性では，年代に共通して「自分にあった環境で仕事ができるから」や「通勤時間の短縮

化のため」を理由として挙げる人が多いが「子育てと自身の仕事との両立のため」を理由

として挙げる人も一定割合存在し，特に３０代と４０代では高くなっている。テレワークの利

用が進むことで，家庭において子育てに参画する男性が増える可能性を示唆している。女

性の場合も，男性と同様，大半の世代で「自分にあった環境で仕事ができるから」を理由

にあげる人が最も多くなっているが，３０代では「子育てと自身の仕事との両立のため」を

理由に挙げる人が最も多い。３０代女性には，出産や育児を理由に離職する人や求職活動を

行えない人が多く，テレワークが，働きたい女性にとっての有効な手段として期待されて

いるという。また，５０代女性では，「親の介護と自身の仕事との両立のため」を理由とし

て挙げる人も約３割に達している。

過疎化の進んでいる地方に拠点を設ける企業も出てきている。テレワークを導入するこ

とで，ゆったりとした空間のなか都心では味わえない生活環境と仕事の両立が可能となる。

地方での雇用の増加や消費の増加が期待できる。

また，東日本大震災とその後の計画停電や節電への対応策として在宅勤務の導入を検討

する企業が増加している。また２０２０年東京オリンピック・パラリンピック競技大会では，

国内外観光客が集まり交通混雑が予想されるが，先述したようにテレワークは混雑回避の

切り札としても期待される。

森川（２０１８）は１０,０４１人� を対象に，通勤時間及びテレワークに関連するいくつかの設
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問並びに性別，年齢，学歴，就労形態，賃金（年間収入），労働時間等の各種個人特性デー

タを用いて分析している。

まず性別，年齢階層，就労形態，職種，配偶者の有無，子供の有無，要介護者の有無，

労働組合参加の有無を説明変数として，被説明変数をテレワーク実施確率としてプロビッ

ト推計を行った結果次のような結果が得られている。職種は比較的大きく影響しており，

管理職，営業職，農林漁業が有意なプラスとなっている。労働組合の係数は有意なマイナ

スであり，労働組合に入っている人はテレワーク実施確率が低いという結果である。

次に各種個人特性でテレワークに対する見方を説明する順序プロビット推計を行ってい

る。被説明変数は，テレワークへの見方であり，「望ましい」＝３，「どちらとも言えない」

＝２，「望ましくない」＝１という質的データである。非就労者を含む全サンプルで推計

した場合，２０歳代（男女とも）３０歳代（男女とも），７０歳以上の男性，既婚者（女性），就

学前の子供のいる人（女性）はテレワークに肯定的な傾向が強い結果となっている。就働

者のみを対象として，各種個人特性に就労形態，労働時間，通勤時間等を加えたものを説

明変数として推計した結果，通勤時間が長い男性においてテレワークにいて肯定的な傾向

があるという推計結果が得られている。

第二に女性の就業とテレワークに関する実証分析の結果を紹介する。筬島 他（２００９）

は，女性の就業とテレワークの可能性を探ることを目的として，２００８年６月に東京都地域

婦人団体連盟の会員を対象として郵送で無記名式のアンケート調査を行った。仕事観，テ

レワークの認知状況とテレワークのイメージ，テレワークへの関心・興味等で構成されて

おり，回答数は１５６（回収率は５２％）である。その結果，女性のテレワークに対する認知

度は比較的高く労働時間に対しては敏感に反応する傾向があるため，テレワークに関する

環境が充実すればテレワーカーとしての就業意欲は促進される可能性があるという。また

スピアマンの順位相関係数を用いて「仕事観」と「テレワークへの関心・興味」の関係に

ついて順位相関分析を行った結果，ワーク・ライフ・バランスとテレワークへの関心・興

味の間に高い正の相関があるという結果が示されている。また給与，ステータス及び福利

厚生とテレワークへの関心・興味に相関がみられる。ステータスのみ負の相関が確認され

ている。このことから，給与や福利厚生を重視する人はテレワークに強い関心があるか，

又はテレワークに強い関心がある人ほどこれらを重視すること，また，ステータスを重視

する人はテレワークに関心がないか，テレワークに関心がある人ほどステータスを重視し

ない傾向にあると述べられている。

テレワークと労働生産性の関係に関する実証分析について紹介する。海外では近年いく
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つか注目すべき論文が発表されている。Bloom N.et.al（２０１５）は中国の旅行会社のシー

トリップのコールセンターの従業員が在宅勤務とオフィス勤務にランダムに割り当てられ

るという実験を活用し，静かで心地良い環境が生産性（calls per minute）４％分の上昇に

寄与したという実証分析の結果を発表している。また，Dutcher, E. G（２０１２）は，テレ

ワークは単調な作業では生産性を低下させるが，創造性を要する仕事の生産性は向上させ

るという実証分析の結果を発表している。

日本においては，平成２８ 年の「通信利用動向調査」の集計結果によると，テレワークを

導入していない企業の労働生産性が５９９万円，テレワークを導入している企業の労働生産

性が９５７万円と１.６倍になっている。

また峰滝和典（２００５）は『平成１５年 情報処理実態調査』の設問１３における，全社員に対

するテレワーカーの割合を変数に利用した分析を行っている。具体的には，企業の組織形

態・IT 化・テレワーカーの割合のクロス項が TFP に与える効果を検証した。推計の結果

特に注目したいのが，社内業務・社外取引のぺーパレス化である。企業の組織変革を表す

項目のなかでも，とりわけ社内業務・社外取引のぺーパレス化の場合，企業の組織変革

（高）×IT 化（高）×人的資本（高）の係数が他のクロス項と比べて高いという結果が顕

著に出ている。テレワークを行うには，e-mail などのネット・ワークが整備されているこ

とは言うまでもなく重要であり，それには業務プロセスがデジタル化されていなければな

らない。企業の組織形態・IT 化・テレワーカーの割合のクロス項が TFP に与える効果の

実証分析の結果は，こうしたことを示唆していると推察することが述べられている。

峰滝和典・大森審士（２０１０）は都道府県別 TFP 水準を被説明変数とし，地域の情報化

に関する変数を説明変数として分析した。説明変数には企業の FTTH 利用率，企業間ネッ

ト・ワーク整備率，CIO の存在，企業のテレワーク導入率を用いた結果，企業のテレワー

ク導入率が有意水準１０％で，TFP と正の相関であることが分かったとしている。

Kazekami S.（２０２０）は，本稿の実証分析と同じソースのデータを用いたテレワークの

労働生産性向上効果に関する実証研究である。期間は２０１７年～２０１８年の２カ年である。本

稿同様，産業，職務，年次の影響をコントロールした上で，労働生産性を被説明変数とし，

主な説明変数に，テレワーク時間とテレワーク時間の２乗値を用いている。テレワーク時

間の２乗値を用いているのはテレワーク時間の長さが労働生産性に非線型的に影響を与え

ることの検証のためだと推察する。実証分析の結果，適度なテレワーク時間は労働生産性

にプラスの効果を与えるものの，テレワーク時間が長くなりすぎると労働生産性にマイナ

スの効果を与えると述べられている。またテレワークの実施がストレス，幸福度，生活満
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足度，仕事満足度にマイナスの影響があるという結果となっている。以上２つの結果につ

いて，推計方法が説明変数の内生性を考慮していないので，相関関係は指摘できても因果

関係まで検証できているとはいいがたい。

３．実　証　分　析

本稿で用いているデータは『全国就業実態パネル調査』（東京大学社会科学研究所附属

社会調査�データアーカイブ研究センター）である。学生，自営業者，家族従業者，内職

を除き会社・団体に所属する人を対象とした。期間は２０１７年～２０１９年の３カ年である。

第一に行ったのが，テレワーク時間が従業員の幸福度にもたらす影響に関する実証分析

である。

業種，従業員規模，職種，役職などの属性をコントロールした上で，内生性を考慮した

順序プロビット推計を行った。テレワーク時間（各年１２月の１週間あたり時間）を１０時間

以下，１０時間超３０時間以下，３０時間超６０時間以下，６０時間超の４カテゴリーに分けてテレ

ワーク時間をダミー変数の形で用いて推計した。被説明変数は幸福度で，説明変数には，

テレワーク時間ダミー，配偶者の有無，年齢，最終学歴，子どもの有無，退職回数，業種

ダミー，年ダミーを用いている。

推計結果は表１に掲載している。幸福度は５段階で，１
　

 が最も幸福度が高く５が最も幸福

度が低いという５段階の変数となっている。よってテレワーク時間ダミーの符号がプラスで

あれば，幸福度を下げる影響，マイナスであれば幸福度を上げる効果があることになる。

表１より，テレワーク時間が１０時間超３０時間以下のケースが唯一，統計的に有意（１％

有意水準）にマイナス符号となり，テレワーク時間ダミーが幸福度を上げる方向に寄与し

ていることがわかった。

次に行ったのが，テレワーク時間が労働生産性にもたらす影響についての検証である。

結果は表２にある。先と同様に，テレワーク時間（各年１２月の週あたり時間）を１０時間以

下，１０時間超３０時間以下，３０時間超６０時間以下，６０時間超の４カテゴリーに分けてテレ

ワーク時間をダミー変数の形で用いて推計している。

推計方法は，パネルⅣ推計である。操作変数を用いてテレワーク時間ダミーを推計した

上で，影響を推計している。用いる操作変数の妥当性については Sargan-Hansen 過剰識

別検定を行っている。パネル固定効果モデルとパネル変量効果モデルの２通りを推計して

おり，Hausman 検定を行ってどちらのモデルが妥当かを決定している。各テレワーク時
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間カテゴリーに，従業員規模ダミーを操作変数に用いないケースと用いるケースを掲載し

ている。２
　

 つある固定効果モデルと変量効果モデルの組み合わせのうち，左が従業員規模

ダミーを操作変数に用いないケースで右が従業員規模ダミーを操作変数に用いているケー

スである。  

Sargan-Hansen 過剰識別検定を満たす操作変数を選択する上で両ケースを比較した。

労働生産性は Kazekami S.（２０２０）にならって年間収入/（週あたり労働時間×４８）と計算

した。被説明変数を労働生産性として，説明変数にはテレワーク時間ダミー以外に，OJT 

の機会提供，学習活動，年齢を用いている。操作変数には就業形態ダミー（会社・団体に

雇われていた場合を１，それ以外を０），職種ダミー（WEB 系プログラマーの場合１，そ

れ以外：０，WEB 系アプリケーション開発の場合を１，それ以外：０）をベースにした上

で，先述したように従業員規模ダミーを操作変数に用いないケースと用いているケースの

２通り推計している。操作変数の選択には，Sargan-Hansen 過剰識別検定を判断材料と

した。表２を見る限り，従業員規模ダミーを操作変数に用いないケースと用いているケー

スを比較すると，従業員規模ダミーを操作変数に用いないケースの方が Sargan-Hansen 

過剰識別検定を満たしやすい結果となっている。

テレワーク時間をダミー変数が統計的に有意に労働生産性の上昇に寄与するのは，テレ

ワーク時間が１０時間超３０時間以下の場合のみとなった（p＜０.０１）。Sargan-Hansen 過剰

識別検定は満たされており，Hausman 検定の結果，変量効果モデルが選択された。

最後に仕事の柔軟性が幸福度，生活満足度，仕事と家庭の両立ストレスにもたらす効果

の検証である。今回仕事の柔軟性には「勤務日程を選ぶことができる」を用いている。仕

事の柔軟性は１があてはまる，５
　

 があてはまらないという５段階の変数である。生活満足

度は１が満足していた，５
　

 が不満であったという５段階の変数である。仕事と家庭の両立

ストレスは，１
　

 が強く感じていた，５
　

 が全く感じていなかったという５段階の変数である。

推計方法は表１と同様である。

表３の推計結果を見る限り，勤務日を選ぶことができるという仕事の柔軟性が幸福度と

生活満足度を向上させ，仕事と家庭の両立ストレス効果を和らげるという効果が検証され

ている（いずれも p＜０.０１）。 
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表１　テレワーク時間と幸福度

テレワーク時間テレワーク時間テレワーク時間テレワーク時間被説明変数：幸福度

６０時間超３０時間超６０時間以下１０時間超３０時間以下１０時間以下

RobustRobustRobustRobust

Std. Err.Coef.Std. Err.Coef.Std. Err.Coef.Std. Err.Coef.

***0.00050.0264***0.00510.0654***0.00140.0466***0.00910.4489配偶者の有無

***0.00000.0001***0.00000.0003***0.00000.0002***0.00030.0021年齢

***0.0001－0.0013***0.0003－0.0031***0.0002－0.0022***0.0018－0.0187最終学歴

***0.00050.0043***0.00150.0107***0.00090.0076***0.00930.0912子どもの有無

***0.00010.0022***0.00050.0054***0.00020.0038***0.00190.0306退職回数

0.0011－0.00100.0026－0.00250.0019－0.00180.0188－0.0068業種ダミー1

0.0012－0.00030.0030－0.00050.0022－0.00070.02190.0054業種ダミー2

0.0027－0.00070.0068－0.00190.0048－0.00140.0490－0.0356業種ダミー3

0.00250.00340.00630.00850.00440.0060**0.04530.1007業種ダミー4

**0.00210.0052**0.00530.0129**0.00370.0093**0.03770.0964業種ダミー5

0.0013－0.00190.0032－0.00500.0023－0.00360.0227－0.0062業種ダミー6

0.0012－0.00070.0030－0.00180.0022－0.0015**0.02180.0437業種ダミー7

0.00130.00030.00330.00070.00240.00030.02390.0376業種ダミー8

0.00150.00050.00380.00120.00270.0006***0.02730.0736業種ダミー9

0.0027－0.00040.0068－0.00110.0049－0.00070.04910.0269業種ダミー10

0.00180.00140.00440.00340.00320.00250.03200.0459業種ダミー11

***0.0017－0.0054***0.0042－0.0134***0.0029－0.0097**0.0295－0.0685業種ダミー12

***0.0017－0.0057***0.0043－0.0145***0.0030－0.0100**0.0296－0.0721業種ダミー13

0.00120.00120.00300.00140.00210.0026***0.01870.0743業種ダミー14

0.00300.00310.00740.00760.00530.00560.05310.0423業種ダミー15

0.0009－0.00040.0023－0.00100.0017－0.0010***0.01640.0557業種ダミー16

0.00080.00000.00190.00020.00140.0001***0.0138－0.0411業種ダミー17

*0.0011－0.0021*0.0028－0.0053**0.0020－0.0040***0.0198－0.0937業種ダミー18

***0.0006－0.0037***0.0017－0.0091***0.0011－0.0065***0.0112－0.0901業種ダミー19

*0.0005－0.0008*0.0012－0.0021*0.0008－0.0014*0.0085－0.0165年ダミー2018

***0.0005－0.0037***0.0013－0.0092***0.0008－0.0065***0.0081－0.0514年ダミー2019

***2.373838.8921***0.234612.1851***0.1420－9.5795***0.13790.3621テレワーク時間ダミー

テレワーク時間ダミー

（６０時間超）

テレワーク時間ダミー

（３０時間超６０時間以下）

テレワーク時間ダミー

（１０時間超３０時間以下）

テレワーク時間ダミー

（１０時間以下）

被説明変数：

テレワーク時間ダミー

***0.0000－0.0004***0.0002－0.0028***0.00010.0025**0.0033－0.0073性別

***0.0000－0.0002***0.0002－0.0013***0.00020.0013***0.00560.0975職種ダミー1

***0.00000.0000***0.0001－0.0003***0.00010.0003***0.00190.0352職種ダミー2

**0.0000－0.0001**0.0002－0.0005*0.00020.0004***0.00680.1476職種ダミー3

***0.00000.0001***0.00030.0009***0.0002－0.0006**0.00490.0117職種ダミー4

***0.00010.0003***0.00050.0028***0.0004－0.0026***0.0142－0.0429雇用形態ダミー1

***0.00010.0003***0.00050.0027***0.0004－0.0026***0.0143－0.0733雇用形態ダミー2

***0.00010.0005***0.00060.0038***0.0005－0.0036***0.0148－0.0879雇用形態ダミー3

***0.00010.0003***0.00050.0026***0.0005－0.0024***0.0145－0.0579雇用形態ダミー4

**0.00010.0001**0.00050.0013**0.0005－0.0012***0.0155－0.0494雇用形態ダミー5

0.00000.00000.00000.00000.00000.0000**0.00020.0005従業員規模

***0.00010.0008***0.00060.0079***0.00050.0098***0.01400.1123定数項

101,549101,549101,549101,549観測データ数

6491.263230.076448.56240.82Wald chi2

0.00000.00000.00000.0000prob.＞chi2

***：p＜０.０１, **：p＜０.０５, *：p＜０.１

　業種ダミーは，１
　

 ：農林魚業・鉱業・各種工事業，２
　

 ：食料品製造業，３
　

 ：繊維工業・衣服・繊維製品製造業，４
　

 ：木材・木製品，
家具，紙・パルプ，５

　
 ：印刷・同関連業，６

　
 ：化学工業・石油・石炭製品・プラスチック製品製造業・ゴム・革・窯業・土石製品製造

業，７
　

 ：鉄鋼業・非鉄金属製造業・金属製品製造業，８
　

 ：一般機械器具製造業，９
　

 ：自動車・鉄道・航空機等製造・同部品製造，１０：
精密機械器具製造業，１１：その他の製造業，１２：電気・ガス・熱供給・水道業，１３；放送業・通信業，１４：情報サービス・調査業・イ
ンターネット付随サービス業，１５：映像・音声・文字情報制作業，１６：鉄道，道路旅客運送業・道路貨物運送業・倉庫業・旅行業およ
び運輸に付帯するサービス業・その他の運輸業，１７：卸小売業，１８：金融業，１９：不動産業・サービス業・公務のそれぞれを１，以外
を０とした変数。
　年ダミーは，その年を１，その他の年を０とした変数。
　テレワーク時間ダミーは，表題にあるテレワーク時間を１，それ以外を０とした変数。１

　
 時間超１０時間以下，１０時間超３０時間以下，

３０時間超６０時間以下，６０時間超の４種類。
　職種ダミーは，１

　
 ：管理職関連，２

　
 ：企画・商品企画・商品開発・販売促進・マーケティング・宣伝関連，３

　
 ：財務・会計・経理，

４
　

 ：IT のそれぞれを１，それ以外を０とした変数。
　雇用形態ダミーは，１

　
 ：正規の職員・従業員，２

　
 ：パート・アルバイト，３

　
 ：労働者派遣事業所の派遣社員，４

　
 ：契約社員，５

　
 ：嘱

託のそれぞれを１，それ以外を０とした変数。
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テレワーク時間10時間超30時間以下

変量効果モデル固定効果モデル変量効果モデル固定効果モデル

Std. Err.Coef.Std. Err.Coef.Std. Err.Coef.Std. Err.Coef.

***14.705650.8736**182.5814404.5852***14.701949.8435**183.0925388.8958テレワーク時間ダミー

***0.06830.19540.2166－0.0434***0.06830.19470.2109－0.0373OJT の機会提供

**0.3538－0.85591.1575－1.8412**0.3536－0.84621.1358－1.7835
学習活動（単発の講座，

セミナー，勉強会に参加した）

**0.0086－0.0194**0.52821.2854**0.0086－0.0191**0.52681.2439年齢

***0.36961.9752**24.7187－58.0659***0.36941.9762**24.6745－56.0987定数項

106,366106,366106,366106,366観測データ数

19.87307.9519.40326.53Wald chi2

0.00050.00070.00070.0000prob.＞chi2

Hausman 検定

7.207.04chi2

0.12590.1337Prob＞chi2

Sargan-Hansen 過剰識別検定

5.7970.452Sargan-Hansen statistic

0.12190.7978P-value

テレワーク時間３０時間超６０時間以下

変量効果モデル固定効果モデル変量効果モデル固定効果モデル

Std. Err.Coef.Std. Err.Coef.Std. Err.Coef.Std. Err.Coef.

**35.746384.7285**118.7957－306.2292***35.9998101.0013***122.4531－320.4861テレワーク時間ダミー

**0.06890.17410.15420.0079**0.06940.17410.15840.0030OJT の機会提供

0.3373－0.22300.71970.22140.3405－0.19400.73950.2481
学習活動（単発の講座，

セミナー，勉強会に参加した）

0.0081－0.0105*0.3678－0.64290.0081－0.0119*0.3788－0.6829年齢

***0.40981.6731*16.871332.5007***0.41101.5967**17.380934.3554定数項

106,366106,366106,366106,366観測データ数

13.41581.7815.44551.95Wald chi2

0.010.000.000.00prob.＞chi2

Hausman 検定

42.1045.42chi2

0.00000.0000Prob＞chi2

Sargan-Hansen 過剰識別検定

9.9142.669Sargan-Hansen statistic

0.01930.2633P-value

表２　テレワーク時間と労働生産性

テレワーク時間１０時間以下

変量効果モデル固定効果モデル変量効果モデル固定効果モデル

Std. Err.Coef.Std. Err.Coef.Std. Err.Coef.Std. Err.Coef.

被説明変数：労働生産性

***2.93169.4956**65.4724－159.7885***2.943010.1521**65.7198－160.5958テレワーク時間ダミー

***0.07730.28500.3163－0.5082***0.07740.29390.3175－0.5113OJT の機会提供

***0.4030－1.16761.24411.8297***0.4037－1.22221.24881.8408
学習活動（単発の講座，

セミナー，勉強会に参加した）

0.0072－0.0051*0.4626－0.80590.0072－0.0052*0.4643－0.8110年齢

*0.51280.8536**26.168653.02200.51390.7727**26.267253.3269定数項

106,366106,366106,366106,366観測データ数

18.62366.1820.02363.54Wald chi2

0.00000.00000.00050.0000prob.＞chi2

Hausman 検定

10.4910.78chi2

0.03290.0291Prob＞chi2

Sargan-Hansen 過剰識別検定

7.8040.372Sargan-Hansen statistic

0.05020.8301P-value
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テレワーク時間６０時間超

変量効果モデル固定効果モデル変量効果モデル固定効果モデル

Std. Err.Coef.Std. Err.Coef.Std. Err.Coef.Std. Err.Coef.

236.3570224.6755293.0814－231.6920245.819382.1812343.108391.2147テレワーク時間ダミー

**0.07160.16550.09980.1114**0.07030.17210.09700.1131OJT の機会提供

0.3371－0.31560.4594－0.36660.3308－0.32550.4468－0.3479
学習活動（単発の講座，

セミナー，勉強会に参加した）

0.0091－0.00110.14090.14120.0090－0.00060.15020.2454年齢

***0.45382.00336.2694－3.9191***0.45212.08336.7160－8.6828定数項

106,366106,366106,366106,366観測データ数

9.091278.778.601352.12Wald chi2

0.05880.00000.07200.0000prob.＞chi2

Hausman 検定

－33.38－10.29chi2

――Prob＞chi2

Sargan-Hansen 過剰識別検定

3.8120.414Sargan-Hansen statistic

0.28250.8132P-value

***：p＜0.01, **：p＜0.05, *：p＜0.1

テレワーク時間ダミーは，表１と同じ。
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表３　仕事の柔軟性と幸福度・生活満足度・仕事と家庭の両立ストレス

仕事と家庭の両立ストレス生活満足度幸福度被説明変数

RobustRobustRobust

Std. Err.Coef.Std. Err.Coef.Std. Err.Coef.

***0.0090.024***0.00910.3982***0.00910.4513配偶者の有無

***0.0000.021**0.0003－0.0008***0.00030.0019年齢

***0.0020.018***0.0018－0.0230***0.0018－0.0191最終学歴

***0.0090.142***0.00930.0308***0.00940.0821子どもの有無

***0.002－0.056***0.00200.0500***0.00200.0345退職回数

***0.0180.059**0.0192－0.03940.0190－0.0249業種ダミー1

***0.022－0.0600.02210.00010.02190.0068業種ダミー2

0.0470.0360.0472－0.00350.0488－0.0642業種ダミー3

0.0450.0210.04670.06590.04570.0604業種ダミー4

0.037－0.060**0.03790.0776**0.03780.0781業種ダミー5

0.0230.002***0.0227－0.0690*0.0228－0.0435業種ダミー6

0.0220.0210.0223－0.01830.0220－0.0068業種ダミー7

0.0240.0350.0239－0.01450.02420.0039業種ダミー8

0.0280.0350.02760.00210.02750.0318業種ダミー9

0.0460.0420.0491－0.03690.0491－0.0125業種ダミー10

0.0320.0460.0319－0.00850.03210.0094業種ダミー11

***0.0290.085***0.0290－0.0886***0.0296－0.0781業種ダミー12

0.029－0.010**0.0304－0.0628**0.0298－0.0686業種ダミー13

0.0190.028***0.01850.0605***0.01840.0676業種ダミー14

*0.054－0.0960.05220.06710.05310.0473業種ダミー15

***0.0160.056*0.01630.0313***0.01650.0553業種ダミー16

**0.014－0.0310.0140－0.01560.0139－0.0092業種ダミー17

***0.019－0.070***0.0196－0.1017***0.0196－0.1004業種ダミー18

**0.011－0.024***0.0111－0.0980***0.0112－0.0846業種ダミー19

**0.008－0.0190.00860.00260.0086－0.0083年ダミー2018

**0.0080.0180.0081－0.0125***0.0081－0.0400年ダミー2019

***0.007－0.055***0.00710.0495***0.00710.0732仕事の柔軟性

被説明変数：

仕事の柔軟性

***0.0108－0.1079***0.0108－0.1026***0.0109－0.1106性別

**0.0199－0.0457**0.0200－0.0399**0.0200－0.0446職種ダミー1

***0.01850.1709***0.01850.1739***0.01850.1724職種ダミー2

***0.01470.2494***0.01460.2503***0.01460.2506職種ダミー3

***0.03750.1776***0.03740.1748***0.03750.1769職種ダミー4

***0.0110－0.0883***0.0110－0.0874***0.0110－0.0883職種ダミー5

***0.02510.3957***0.02510.4003***0.02510.3977職種ダミー6

***0.02200.1065***0.02190.1054***0.02200.1059職種ダミー7

***0.02190.2227***0.02190.2233***0.02190.2227職種ダミー8

***0.02080.2490***0.02080.2480***0.02080.2488職種ダミー9

***0.02370.5808***0.02370.5839***0.02380.5799雇用形態ダミー1

***0.0247－0.6788***0.0247－0.6772***0.0247－0.6780雇用形態ダミー2

***0.02840.1341***0.02840.1365***0.02850.1343雇用形態ダミー3

**0.04380.1006**0.04380.1107**0.04380.1048雇用形態ダミー4

***0.0150－0.0782***0.0150－0.0791***0.0150－0.0767従業員規模ダミー1

***0.0099－0.0768***0.0099－0.0789***0.0099－0.0769従業員規模ダミー2

***0.0139－0.1155***0.0139－0.1183***0.0139－0.1161従業員規模ダミー3

***0.02873.4648***0.02903.4549***0.02903.4685定数項

101,549101,549101,549観測データ数

5348.225225.036164.32Wald chi2

0.00000.00000.0000prob.＞chi2

***：p＜0.01, **：p＜0.05, *：p＜0.1

　業種ダミーは表１と同じ。

　職種ダミーは，１
　

 ：管理職関連，２
　

 ：総務・人事・労務・広報・経営企画，３
　

 ：事務，４
　

 ：仕入・購買・在庫管理，５
　

 ：企画・商品

企画・商品開発・販売促進・マーケティング・宣伝関連，６
　

 ：財務・会計・経理，７
　

 ：営業，８
　

 ：研究開発，９
　

 ：IT をそれぞれ１，そ

れ以外を０とした変数。

　雇用形態ダミーは，１
　

 ：正規の職員・従業員，２
　

 ：パート・アルバイト，３
　

 ：契約社員，４
　

 ：嘱託，のそれぞれを１，それ以外を０

とした変数。

　従業員規模ダミーは，１
　

 ：９人以下，２
　

 ：１０人以上３００人未満，３
　

 ：３００以上１,０００人未満のそれぞれを１，それ以外を０とした変数。
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４．結　　　　　び

本稿では企業に所属する社員を対象にして，2017年から2019の期間におけるテレワーク

の実施がもたらす効果について検証した。本稿での実証分析の結果をまとめる。

テレワーク時間が１０時間超３０時間以下のケースが，テレワーク時間ダミーが幸福度と労

働生産性を上げる方向に寄与していることがわかった。

また勤務日程を選択ができるという仕事の柔軟性は，幸福度，生活満足度，仕事と家庭

の両立ストレス緩和のすべてにプラスの寄与をしていることが分かった。

本稿の特徴はテレワークの時間に注目した分析を行っている点にある。本稿の実証分析

の結果わかったことは，週１０�３０時間という比較的短時間のテレワークの実施が，幸福感

や労働生産性にプラスの効果があるということである。企業規模や業種，職種，雇用形態

といった属性をコントロールし，説明変数と被説明変数の因果関係を検証するための統計

手法を用いたうえでの検証結果である。

テレワークを行うことで，通勤時間が節約することや，介護や育児と仕事を両立できる

といった利便性を得ることができる。自由裁量の幅があるため，自分にとって最適な時間

帯に働くことができる。勤務日程を選択できるという仕事の柔軟性があると回答者が答え

た場合に，特にテレワークがもたらすプラスの効果が検証されたことも，このことの傍証

となる。

他方，労働時間の一定割合以上をテレワークにあてることのデメリットも存在する。社

内の人間関係が希薄になることから生じる不安感も，その一つである。オンラインでも社

員同士の交流会を行っている企業もあるが，対面でのコミュニケーションで得られること

も大きい。特に非言語コミュニケーションについては言語コミュニケーションと比較して，

オンライン上で取りにくいと思われる。

上司からどのように評価を受けているかといった不安も考えられる。上司が部下の行動

をより管理する傾向がある場合は，テレワーク自体に否定的である。社員の評価システム

がどのようなもとであるのかといった視点の実証研究は別の機会に行いたい。社員の OJT 

をどのように行うのかといったこともテレワークが労働時間の大半を占める場合には問題

となってくる。本稿の分析結果にあるように比較的短時間のテレワークの場合にはこのよ

うな問題は生じないと考えるが，労働時間の大半をテレワークで行う企業であれば特に若

手社員の社員教育をどのように行うかという問題に直面する。
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ウィズコロナ，アフターコロナ時代のニュー・ノーマルとして，テレワークの普及は必

須であると考えられる。災害時危機対策（BCP）のためのテレワークはこれまでにも議論

されてきたが，新型コロナを経験した今日，いつでもテレワークを行わなければならない

事態を想定しておくことが求められる。ただし，本稿の実証分析の結果が示すように，テ

レワークが就労者や労働生産性にもたらす効果については，最適なテレワーク時間がある

と考えられる。どの程度の時間テレワークを行うべきかについては，社会環境を考慮しつ

つ，何がテレワークができて，何が適さないのかについて考察が必要である。

新型コロナウィルス感染対策として，テレワーク導入に踏み切った企業も含めたデータ

を用いて，どのような結果が得られるのかについて，今後さらに研究を進めたい。
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